
2019年 10月 16日

清水建設は持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）を支援しています。



■開会の挨拶 代表取締役 社長 井上 和幸

■LCV事業本部の取組み
～レジリエント，インクルーシブ，サステナブルな社会を目指して～

常務執行役員 LCV事業本部長 那須原 和良

■再生可能エネルギーへの取組み
～大型洋上風力の本格導入に向けて～

執行役員 エンジニアリング事業本部長 関口 猛

■ecoBCPとしてのスマートBEMSと水素利用の可能性
専務執行役員 技術担当，技術戦略室長，

技術研究所長 石川 裕

■宇宙ビジネスへの挑戦
常務執行役員 フロンティア開発室長 瀧口 新市

■閉会の挨拶 代表取締役 副社長 東出 公一郎

プログラム
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開会の挨拶
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LCV事業本部の取組み
～レジリエント，インクルーシブ，サステナブルな社会を目指して～
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Life Cycle Valuation(ライフサイクルバリュエーション）

という事業コンセプトのもと2017年10月に発足

Life Cycle：ライフサイクルにわたり

Valuation：価値を生み向上させる

お客様の施設建設だけではなく、ライフサイクルにわたり

お客様のニーズやご希望にあわせて価値を生み向上させる

ことが清水建設の役割

LCV事業とは
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完成

建設事業

Life Cycle

V
a
lu

a
tio

n

（建物）

（インフラ）

（再生エネ）

（デジタル化）

BSP事業

インフラ運営事業

エネルギー運営事業

ICT・スマート事業

LCV事業

BSP事業、エネルギー・インフラ運営事業、ICT・スマート事業が連携して

省エネ・脱炭素化や事業継続性能の強化（ecoBCP）

執務・居住環境の健康・快適性能向上（WELL）など

多様化・高度化する顧客ニーズに対して、再生エネやIoT、AIを活用し

事業参画・投資を含めた包括的なサービス・ソリューションを提供

建物やインフラ、まちのライフサイクルにわたり持続的な価値向上
と利用者の満足度向上を実現、サステナブルな未来を構築

LCV事業内容
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LCV事業内容
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WELL サービス
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背景

Health, Wellbeing & Productivity
in Offices

エネルギーコスト

賃料

スタッフコスト

●人は90％の時間を室内で過ごす
建築空間の健康性、快適性の重要
を認識すべき

●オフィスの運用コストの90%は
人件費
投資利益率向上のために人に投資

●企業にとって建物・ワークプレイス
の役割が変化

●健康性・生産性の高い施設の不動産
価値が向上

●健康経営、はたらき方改革

典型的なオフィスの
運用コスト
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WELL 認証

Well-being（幸福）

WELL ビルディング WELL 認証

ハード＋ソフト

オフィスの活性化

Well-being（幸福）

利用者の健康やWell-beingに
配慮した建物

（従業員を）心身ともに良い
（WELL）状態に

健康促進、知的生産性向上、
離職率の減少 等

健康やWell-beingの観点から建物・
室内環境を評価

心身ともに良い（WELL）状態

温熱快適性 音 材料 こころ ｺﾐｭﾆﾃｨ＋革新項目

空気 水 食物 光 ﾑｰﾌﾞﾒﾝﾄ
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●施設利用者の健康・ウェルビーングに

配慮した世界で初めての建物・室内環境

評価システム

●清水建設は、WELL認証制度を創設し

DELOS社とグローバル・コーポレート・

アライアンスを締結

●WELL認証は、オフィスを対象に、建物、

インテリア、コア＆シェルの単位で実施

●2018年5月バージョン2(v2)パイロット

が発表され、殆どの用途に適用可能に

清水建設

井上社長

DELOS社

Paul Scialla CEO

子会社

提携

会員協定

協力協定

WELL 認証
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認証開始後月数

累
計
申
請
床
面
積

LEED

WELL

英国 1313

米国 1028

中国 357

オーストラリア 138

フランス 87

カナダ 70

スペイン 58

オランダ 57

インド 41

イタリア 40

ポーランド 27

タイ・メキシコ 21

スウェーデン 20

日本・アラブ首長国連邦 19

アイルランド 13

タイ 12

ブラジル 11

ドイツ 10

・55ヶ国で3462件（認証201件、プレ認証159件）

・米国、英国、中国で実績大、今後は日本、東南

アジアで拡大

・最近1年間で案件数が4倍

建物用途別

国別

●申請状況（登録・認証）

WELL認証は今後拡大、2018末からv2施行

対象用途を拡大

WELL v2 2385

オフィス 799

住居 194

小売り 32

教育 19

コミュニティ 17

Allprojectsin 17

(2019年7月時点）

シルバー ゴールド プラチナ

WELL 認証
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清水中国社
インテリア シルバー
2018年認証取得

清和ビジネス
インテリア ゴールド

(コンサル受託)
プレ認証取得

2019年 認証取得

ＭＭ５４
Ｃ＆Ｓゴールド
プレ認証取得

2021年認証取得予定

ジャカルタ
Ｃ＆Ｓゴールド

2019年プレ認証取得予定
2021年認証取得予定

国内
インテリア シルバー

2020年認証取得予定

●健康経営(経産省)、働き方改革、ESG

不動産投資(国交省)等の施策と連動

して市場が拡大

●認証取得コンサルを実施、サービスを拡大

●WELLワークプレイスづくりをワンストップ支援

●新築・RNのどちらも価値向上認証として

増加中

WELL 認証
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光
54 サーカディアン照明デザイ
ン

空気
21 置換換気

こころ
89 適応性に優れた空間

フィットネス
64 屋内のフィットネスとしての動線

空気
18 空気質のモニタリングとフィードバック

こころ
88 バイオフィリア

こころ
88 バイオフィリア

快適性
73 エルゴノミクス

こころ
88 バイオフィリア

食物
52 心豊かな食事

食物
39 加工食品（飲料）

Copyright© 2017 by DELOS LIVING LLC, All rights reserved

WELL 認証 事例 DELOS社 本社（プラチナ）
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WELL 認証 清水建設中国社 上海オフィス

空気
18 空気質のモニタリングと
フィードバック

快適性
73 エルゴノミクス
（スタンディングデスク）

快適性
75 内部発生騒音
（二重ガラス）

こころ
88 バイオフィリア

快適性
83 輻射による温熱快適性
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ガイダンスサービス
（インクルーシブ・ナビゲーション）
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視覚障がい者にとって困難なこと

一人で
街を歩く

セールのポスターを
見つける

レストランを
探す

ショッピングを
楽しむ

この30年間で、視覚障がい者の情報アクセシビリティは
大きく向上し、新聞、教科書、銀行の通帳など
社会参加に必要な情報にアクセスできるようになって来た。
しかし、街を楽しむことは依然として非常に困難です。
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音声ガイダンスサービスの技術開発～展開へ

インクルーシブな街づくり
SDGs

2020年 東京オリパラ

実証
三井不動産

日本橋室町地区

技術開発・
デモンストレーション

立ち上げ

2014 2015 - 2016 2017
実用化

2018 -

• 商業施設で２案件

• パイロット１案件

• 技術検証
（本社ビル）

ユニバーサルデザインへ
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音声ガイダンスシステムの構成

10-15メートル間隔

国土交通省
歩行空間ネット
ワーク形式

店舗や施設の
検索・推薦

iPhone + Android
対象者：
視覚障がい者、車いす利用者、
一般歩行者

言 語：日本語、英語、
+中国語、韓国語



みんながくらしやすい、移動しやすいまちづくり

Inc Navi

● 視覚障がい者、車いす利用者、ベビーカー利用者、外国人、

一般来訪者 それぞれの人にあったインクルーシブなナビ

● スマートフォン活用 音声ガイダンスサービス

● オリンピック、パラリンピック関連施設、公共施設、空港、病院、駅へ

● 日本橋コレド室町、ＪＰタワーkitteで実証、豊洲シビックセンターに実装

インクルーシブ・ナビゲーション

日本橋コレド室町実証
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屋内位置情報を活用したサービス拡張
既設建物 + IoT機器

清水建設の
サービス基盤

スマホ+音声で
屋内ナビ

デジタルサイネージ

新たなサービス活用基盤

人流行動分析

災害時の
避難誘導

自動運転車と連携

ELV・自動ドア等

高精度3D地図

設備
インフラ

落とし物追跡

＋センサー・IoT機器

来場者への支援
障がい者の補助
防災・防犯

BIM

位置情報

(ビーコン)

トイレの満空

店舗の満空

スマホと連携
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再生可能エネルギーへの取組み

－ 大型洋上風力の本格導入に向けて－
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第5次エネルギー基本計画

出典：資源エネルギー庁

3Ｅ+Ｓの原則の下
安定的で負担が少なく、環境に適合したエネルギー需給構造を実現

再生可能エネルギーの主電源化

2030年に向けた対応 2050年に向けた対応

エネルギーミックスの確実な実現 エネルギー転換・脱炭素化への挑戦

30



エネルギーミックス（2030年）

2017年 2030年
2030年
/2017年

風力

339万kW 1,000万kW 約2.9倍

陸上 337万kW 918万kW 約2.7倍

洋上 2万kW 82万kW 約41 倍

2017年
設備容量

2030年
設備容量

2030年
/2017年

地 熱 52万kW
140～
155万kW

約2.8倍

バイオ 315万kW
602～
728万kW

約2.1倍

風 力 339万kW 1,000万kW 約2.9倍

太陽光 3,910万kW 6,400万kW 約1.6倍

水 力 4,812万kW
4,847～
4,931万kW

約1.0倍

電 源 構 成

出典：資源エネルギー庁2017年度 2030年度
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国内風力市場予測

出典：一般社団法人日本風力発電協会

★

2020年度以降 早期達成見込み

環境アセスメント案件総量 1,950万kW
（2017年12月末時点）

「エネルギーミックス」

2030年度導入量目標
1,000万kW

2018年3月末実積
350万kW
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世界の洋上風力市場

世界の洋上風力発電導入実績世界の洋上風力発電導入量予測

洋上風力発電容量の累計
（GW)

北米

アジア

欧州

＋20％

10位）
日本 65MW
（0.3%）

2位）
ドイツ

6,340MW
（29.1%）

1位）
イギリス

7,906MW
（36.3%）

3位）
中国

3,475MW
（16.0%）

21,763MW

(2018年12月)
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再エネ海域利用法

■ 再エネ海域利用法※が2019年4月より施行
※：海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律

■ 2019年7月30日 促進区域の指定有望区域を発表（経産省・国交省）

出典：資源エネルギー庁
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洋上風力促進区域指定／有望な区域

①秋田県能代市、三種町・男鹿市沖

②秋田県由利本荘市沖(北、南側)

③千葉県銚子沖

④長崎県五島市沖

③青森県陸奥湾

⑤秋田県潟上市沖

⑥新潟県村上市・胎内市

④秋田県八方峰町・能代市沖

①青森県日本海 (北側)

⑦長崎県西海市江島沖

2019年7月30日発表（経産省・国交省）

②青森県日本海 (南側)

【凡 例】

・・・促進区域となり得る有望な区域(4地点)

・・・今後の有望な区域(7地点)
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洋上風車の大型化（欧州の動向）

・欧州の洋上風力は採算性から風車は更に大型化：8MW以上

・風車大型化にともない部材は長大化・超重量化

1991年 2000年 2003年 2009年 2012年 2020年以降2014年 2016年

0.5MW 2.0MW 2.3MW 3.6MW 12.0MW
商用化実証中

6.0MW 8.0MW
▲

欧州の主流

35m

64m 69m 68m

82m
102m

113m

150m

35m

76m
82.4m

93m

120m

154m
164m

216m
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洋上風車の大型化

タワー

855t

ブレード

60t/枚

ナセル・ハブ

760t

ナセル・ハブ

360t

モノパイル

900～1,300t

モノパイル

1,200～1,700t

タワー

400t

ブレード

28t/枚

ハブ高さ
115m

ハブ高さ
150m

トランジッションピース

【8MW】

【12MW】

260m

190m

トランジッションピース

大型風車を確実に施工するための作業船（SEP船※）が不可欠
※SEP：Self-Elevating Platform（自己昇降式作業船）‣クレーン能力（揚重・揚程）

‣搭載能力
‣日本の海象条件
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SEP船の建造

大型洋上風力建設に対応するSEP船を建造

クレーン揚重能力
2,500 t

クレーン揚程
158ｍ

ジャッキアップ
レグ（脚）

水深10～65m

・ 船体を海面上にジャッキアップし、

波浪の影響を受けずに施工

・８～12ＭＷ以上の大型風車の据付に対応する

世界最大級のクレーン能力・積載能力

‣ 8MW 7基分/12MW 3基分の全部材を一括積載可能

‣ クレーン能力：2,500 t (揚程 158ｍ）

・ 外洋航行可能な自航船

・ 太平洋特有の長周期波浪に対応

・ 2022年10月完成
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洋上風力発電施設の建設

発電監視制御システム

海底送電線

通信ケーブル

電力系統

陸上変電所 運転監視
施設

洋上変電所

港湾施設

EPC（設計・調達・建設一括請負）に取り組む
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ecoBCPとしてのスマートBEMS

と

水素利用の可能性
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シミズグループが2030年に目指す姿
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地震対策の視座

想定外
インパクト

グローバル
ﾏｰｹｯﾄ･ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ

クイックレスポンス
ＢＣＰ＝事業継続

持ち応えるレベルを上げる

事前対策 迅速な復旧被害の早期把握
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地震対策技術

天井の耐震化
（施工合理化、改修）
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環境配慮（eco） ＋ 事業継続（BCP）

®

いつもの eco ともしもの BCP を

ecoBCP
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ガスエンジン発電機
・700kW
・350kW
・ 90kW

リチウムイオン
蓄電池
・100 kW
（60 kWh）

リチウムイオン
キャパシタ
・250 kW
（充放電 60 秒）

太陽光発電
・10 kW

熱源機
・空冷式ヒートポンプ
・吸収式冷温水発生器
・蓄熱槽

制御対象負荷設備
・パッケージ空調
・空調機
・照明など

太陽光発電 14kW 鉛蓄電池 100kW (163kWh)

熱源機 ヒートポンプ＋蓄熱槽 制御対象負荷設備
・外調機
・空調機
・照明

本館設備

実験棟設備
コージェネレーション
(排熱を空調熱源に活用)

シミズ･スマートBEMSで運用管理 多棟スマートBEMSで運用管理

スマートBEMS

清水建設技術研究所
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[kW]

時

一般負荷

熱源負荷

充電

ピークシフト と ピークカット

日常の
省エネ、節電

マイクログリッド
による自立運転

非常時の
事業継続

スマートBEMS と ecoBCP
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スマートBEMSへのCO2フリー水素の利用

「Hydro Q-BiC」

48



水素利用のメリット

貯蔵期間

貯蔵規模小規模建物 街区

1週間

1年

1時間

1日

１ヶ月

大規模建物

CO2フリー水素

蓄電池

長期間・大規模な貯蔵では水素の可能性
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水素吸蔵合金＝建物での貯蔵に最適

貯蔵方式 圧縮 液化 吸蔵合金 MCH アンモニア

関連法規
高圧ガス保安法

消防法
建築基準法

高圧ガス保安法
消防法

消防法
建築基準法

毒劇法
消防法

体積 △ ○ ◎ ○ ◎

重量 ◎ ◎ × △ ○

エネルギー損失 ○ △ ◎ ○ ○

コンパクト

エネルギーロス
が少ない

法規制が少ない

水素の貯蔵方法
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2019年度～

2016～18年度

システムとして完全自動運転を研究開発
産総研FREA

郊外低層建物での課題抽出と解決
郡山市総合地方卸売市場
管理・関連店舗棟

再エネ先駆けの地、福島で実施

フェーズ １

技術確立

フェーズ ２

実証段階

産総研との共同研究
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フェーズ １

技術確立

⚫ 建物での利用に適した貯蔵方法 水素吸蔵合金
⚫ 吸蔵合金を内蔵した 水素貯蔵タンク
⚫ 再エネ水素を利用した エネルギー最適制御

水素製造装置
製造:5Nm3/h

水素貯蔵装置
貯蔵量:80Nm3

燃料電池
出力:3.5kW

蓄電池
容量:20kWh

共同研究のポイント
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消防法危険物非該当のオリジナル水素吸蔵合金を開発

代表的合金

水素吸蔵合金
（オリジナル）

着火し危険物該当

着火せず
危険物非該当

レアアース不使用で
コスト低減

フェーズ １

技術確立

水素吸蔵合金
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建物近傍で有資格者不要で貯蔵

動作温度が20～50℃

二種類タンクで最適貯蔵ノウハウ

中型高性能タンク
（10Nm3ｘ4、66kWh相当）

大型汎用タンク
（40Nm3、66kWh相当）

フェーズ １

技術確立

水素吸蔵タンク

54



スマートBEMSの拡張

エネルギー
利用効率

65％を達成

フェーズ １

技術確立

エネルギーの最適制御
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宇宙ビジネスへの挑戦
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フロンティア開発室のミッション

人 類 の 活 動 領 域 を
“ 陸 ”か ら“ 海 ”，“ 地 球 ”か ら“ 宇 宙 ”へ と 拡 げ ，

地球・人類の持続的な発展に貢献

“ 陸 ”か ら“ 海 ”へ “ 地 球 ”か ら“ 宇 宙 ”へ

57

グリーンフロート【軽量版｝_MPEG_130515.mpg


宇宙開発と衛星データ利用
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宇宙開発の変遷

１９８７年，建設技術を駆使して、宇宙という極限環境で活動する人間
を支援する基盤インフラ整備を目指した研究開発を開始。

近年，宇宙活動は政府主導から民間主導に移行，技術革新によるパラダ
イムチェンジが急速に進展，民間が積極的に宇宙へと投資する時代が到
来。構想・研究開発段階から事業化への展開を図る時期に。

©スペースワン ©Synsptective ©ispace
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１．小型ロケット打上事業 【スペースワンへの出資参画】

⚫技術革新がもたらした衛星小型化による小型衛星利用数の急増
⚫小型衛星のミッション多様化による小型専用ロケットのニーズ増加

シミズ初の宇宙ビジネスへの挑戦として,
小型ロケット打上げ事業会社「スペースワン㈱」に出資参画。

■小型ロケットのイメージ

全長：18m

全長：24m

全長：53m

H-ⅡＡ２０２ イプシロン 小型ロケット

打上げ時重量 ２９０ｔ ９０ｔ ２３ｔ

打上げ能力（太陽同期軌道） ４ｔ ４５０ｋｇ １５０ｋｇ

打上げ価格 ９９億円 ４２億円 競争的価格

射場／製造メーカー 種子島／三菱重工 内之浦／IHIｴｱﾛｽﾍﾟｰｽ 串本／スペースワン
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１．小型ロケット打上事業 【日本初の民間射場建設に向けて】

射場まで、関西空港から約3時間、南紀白浜空港から約２時間（共に陸路）

関西国際空港

南紀白浜空港

スペースワン射場

2021年度打上げサービス開始予定
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２．衛星データ活用事業 【光学とレーダー(SAR)の違い】

光学：雲・夜間は撮影不可 ＳＡＲ：雲・夜間を問わず撮影可

ＳＡＲ

合成開口レーダー：SAR (Synthetic Aperture Radar)
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２．衛星データ活用事業 【衛星データ活用事例】

未来のスマートシティ／インフラを支える産業・政府に対し、
サステナビリティ，レジリエンスを重視したソリューションを提供。
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２．衛星データ活用事業 【小型SAR衛星事業への参画】

⚫ 多数の小型衛星を用いた高頻度広域観測による情報のビッグデータ化
⚫ 高度な情報抽出を可能とするデータサイエンス分野の飛躍的発展

⚫ 内閣府ImPACTプログラムの人材・技術を引継ぐ小型SAR(合成開口レーダー）
衛星事業会社「㈱Synspective」へ戦略的投資を行い,新たな衛星データ情報基盤
を整備。

⚫ データを分析し,シミズ独自の高付加価値情報を迅速に提供するビジネスへの参画
を目指す。

※2020年に打ち上げを予定している実証初号機「StriX－α」

SAR (Synthetic Aperture Radar)
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２．衛星データ活用事業 【Synspective社概要】

㈱Synspective (Synthetic Data for Perspective)

2018年2月22日創業以来，1年5カ月で累積資金調達額
109億円を達成。
（宇宙スタートアップ企業として世界最速、国内最大規模）

小型SAR衛星により高頻度観測を可能にする衛星群
（コンステレーション）を構築し，その衛星群から得られ
るデータの販売，および，それらを利用したソリューショ
ンを提供。
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目指す宇宙事業のイメージ

衛星設計
衛星
打上げ

衛星運用・
データ配信

衛星データ解析
ソリューション提供

衛星製造

共同パートナー、共同事業体への戦略的投資を通じて、
小型ロケット打上げから衛星データ配信・解析，月面インフラの建
設に至るハード・ソフト両面のサービスを提供する，
“総合宇宙企業（i-SC: Integrated Space Company）”を目指しま
す。

総合宇宙企業（i-SC）のコンセプト
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